倉敷市埋立行為等の規制に関する条例
平成２０年１２月２２日

倉敷市条例第５２号
　（目的）
第１条　この条例は，安全で良好な地域環境を確保し，地域住民の生命，健康及び財産を保護するため，埋立行為等について必要な規制を行うことにより，災害の防止及び生活環境の保全を図るとともに，無秩序な埋立行為等を防止し，もって市民の福祉に寄与することを目的とする。
　（定義）
第２条　この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。
　(１)　埋立行為　土砂による土地の埋立て，盛土及びたい積をいう。ただし，次に掲げる行為を除く。
　　ア　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条第１項に規　　　　定する廃棄物の処理
　　イ　土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号）第１８条第１項又は第２項　　　　に定める基準に適合しない土壌の処理
　(２)　埋立行為等　埋立行為及び土砂の採取（前号ア及びイに該当する場合を除く。）を行う行為をいう。

　(３)　事業区域　埋立行為等に供される土地の範囲（進入路の敷地，排水施設の敷地その他　　　当該埋立行為等の用に供される土地の区域を含む。）をいう。
　(４)　事業主　埋立行為等に係る工事の請負契約の注文者又は請負契約によらないで自らその工事を行う者をいう。

　(５)　施工者　埋立行為等に係る工事の請負人又は請負契約によらないで自らその工事を行う者をいう。
(６)　事業主等　事業主及び施工者をいう。
(７)　土地所有者　事業区域内に所在する土地の所有者をいう。
(８)　申請者　第６条第１項の許可を受けようとする事業主をいう。
(９)　関係権利者　事業区域内に所在する土地又は建築物その他の工作物について当該埋立行為等を妨げる権利を有する者をいう。
(10)　許可事業主　第６条第１項の許可を受けた事業主及び同条第１項の許可を受けた後に第９条第１項の許可を受けた事業主をいう。

(11)　廃止　第６条第１項の許可を受け，埋立行為等に着手せずに当該許可を廃止することをいう。
　（適用範囲）
第３条　この条例は，事業区域の面積が，１，０００平方メートル以上１０万平方メートル未満の一団の土地における埋立行為等について適用する。
２　事業区域が，１，０００平方メートルに満たない埋立行為等であっても，その事業区域に隣接し，又は近接し規則で定めるものに該当しない一団の土地において，当該埋立行為等の工事に着手する日前１年以内に埋立行為等が完了し，又は施行中の場合においては，当該埋立行為等の事業区域と既に完了し，又は施行中の埋立行為等の事業区域の面積とを合算して１，０００平方メートル以上１０万平方メートル未満になるときは，この条例を適用する。
３　前２項の規定にかかわらず，規則で定める埋立行為等については，この条例を適用しない。
　（事業主等の責務）

第４条　事業主等は，埋立行為等の実施に当たっては，災害を防止し，及び生活環境を保全するため，必要な措置を講じなければならない。
２　事業主等は，埋立行為等に関し，あらかじめ周辺関係者の理解を得られるよう努めるとともに，当該埋立行為等の施行に伴う苦情又は紛争が生じたときは，誠意をもってその解決に当たらなければならない。
　（土地所有者の義務）
第５条　土地所有者は，事業主等に対し埋立行為等の用に供するために土地を利用させようとするときは，当該埋立行為等による災害が発生し，又は生活環境を害するおそれのないことを確認し，そのおそれのある埋立行為等を行おうとする事業主等に対して当該土地を利用させてはならない。
２　土地所有者は，事業主等に対しその土地の利用を同意したときは，埋立行為等が適正になされているかどうかについて常に注意を払うとともに，当該埋立行為等が適正になされていないと思料するときは，その旨を市長に報告しなければならない。
３　土地所有者は，この条例の施行に関し，市長に協力しなければならない。

　（埋立行為等の許可）

第６条　埋立行為等を行おうとする事業主は，市長の許可を受けなければならない。
２　前項の許可は，規則で定める期間ごとに，前項の許可を受けなければ，その期間の経過によって，その効力を失う。

３　申請者は，所定の許可申請書に次に掲げる事項を記載し，規則に定める資料を添えて，市長に申請しなければならない。
(１)　申請者の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地並びに法人にあっては，その代表者の氏名
　(２)　事業区域の所在及び面積
　(３)　埋立行為等の目的
(４)　施工者の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在並びに法人にあっては，その代表者の氏名
　(５)　埋立行為等の期間
　(６)　埋立行為等の計画
　(７)　前各号に掲げるもののほか，規則で定める事項
４　市長は，災害の防止及び生活環境の保全を図るため，第１項の許可に必要な条件を付することができる。
　（関係権利者の同意）

第７条　申請者は，当該申請にかかわる関係権利者に対し，前条第３項各号に掲げる事項を説明し，所定の同意書によりその同意を得なければならない。

　（許可の基準）

第８条　市長は，許可の申請が，次の各号のいずれにも適合すると認められるときでなければ，　　第６条第１項の許可をしてはならない。

　(１)　埋立行為等の計画が，規則で定める埋立行為等に係る技術的基準（以下「技術的基準　　　」という。）に適合するものであること。
　(２)　申請者が次のいずれにも該当しないこと。

　　ア　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者

　　イ　禁EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(こ),錮)以上の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなった日　　　　から５年を経過しない者
　　ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）の規定（同法第３２条の２第７項の規定を除く。）に違反し，又は刑法（明治４０年法律第４５号）第２０４条，第２０６条，第２０８条，第２０８条の３，第２２２条若しくは第２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律（大正１５年法律第６０号）の罪を犯し，罰金の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者
　　エ　第２２条又は第２３条の規定により命令を受け，その命令を履行していない者

オ　第１１条の規定により許可を取り消され，その取消しの日から５年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては，当該取消しの処分に係る倉敷市行政手続条例（平成９年倉敷市条例第４５号）第１５条第１項の規定による通知があった日前６０日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員，取締役又はこれらに準ずる者をいい，相談役，顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず，法人に対し業務を執行する社員，取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下同じ。）又は規則で定める使用人であった者で当該取消しの日から５年を経過しないものを含む。）
　　カ　その申請に係る行為に関し，不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認める者

　　キ　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人がアからカ　　　　までのいずれかに該当するもの

　　ク　法人である場合においては，その役員又は規則で定める使用人のうちにアからカまで　　　　のいずれかに該当する者のあるもの
　　ケ　個人である場合においては，規則で定める使用人のうちにアからカまでのいずれかに　　　　該当する者のあるもの
　(３)　申請者が，埋立行為等の計画を実施し，及びこの条例に定める義務を履行するために　　　必要な資力及び信用があると認められること。
　(４)　申請者が，第７条の規定による同意を得ていること。

　(５)　施工者が，埋立行為等に関する計画を実施するために必要な施行能力があると認められること。
　(６)　第１０条に規定する周辺住民への周知が完了していること。

　（変更の許可）

第９条　第６条第１項の許可を受けた事業主は，同条第３項各号に定める事項を変更しようとするときは，市長の許可を受けなければならない。ただし，規則で定める軽微な変更をしようとするときは，この限りでない。
２　第６条第１項の許可を受けた事業主は，前項の許可を受けようとするときは，所定の変更許可申請書に規則で定める資料を添えて，市長に申請しなければならない。

３　第６条第４項，第７条及び第８条の規定は，第１項の許可について準用する。
４　第６条第１項の許可を受けた事業主は，第１項ただし書の規則で定める軽微な変更をしようとするときは，所定の届出書により当該軽微な変更をしようとする日から起算して７日前までに市長に届け出なければならない。
　（周辺住民への周知）

第１０条　申請者は，当該申請に係る事業区域の周辺住民であって規則で定める範囲の者に対して，規則で定める方法により当該埋立行為等の概要を周知しなければならない。
２　前条第２項の規定による変更に係る許可の申請をしようとする者は，当該申請に係る事業　　区域の周辺住民に対して，規則で定める方法により第６条第３項各号に定める事項の変更の　　概要を周知しなければならない。

　（許可の取消し等）

第１１条　市長は，許可事業主が次の各号のいずれかに該当するときは，当該許可を取り消すことができる。

　(１)　偽りその他の不正な手段により，第６条第１項又は第９条第１項の許可を受けたとき。
　(２)　第８条第２号（カを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。
　(３)　技術的基準に違反したとき。
(４)　正当な理由がないのに，第１９条に基づく報告若しくは資料の提出を拒み，又は第２０条に基づく立入調査を妨げたとき。

　(５)　第２２条の規定による命令（同条第４号に該当する者に対する命令を除く。）に違反したとき。

　（事業掲示板等の設置）

第１２条　許可事業主は，当該許可に係る埋立行為等を行っている間は，所定の事業掲示板により，事業区域内の公衆の見やすい場所に，規則で定める事項を記載した事業掲示板を設置しなければならない。
２　許可事業主は，当該許可に係る埋立行為等を行っている間は，危険を防止する必要がある　　と思われる場所に，所定の危険防止表示板を設置しなければならない。
　（工事の着手等に係る届出）

第１３条　許可事業主は，次の各号に該当する場合は，当該各号に掲げる日までに，所定の届出書により，その旨を市長に届け出なければならない。
(１)　工事の着手をしようとする場合　着手をしようとする前日
(２)　工事が完了した場合　完了した日の翌日から起算して１０日後
(３)　工事を１箇月以上中止しようとする場合　中止しようとする前日

(４)　工事を再開しようとする場合　再開しようとする前日
　(５)　工事を廃止しようとする場合　廃止しようとする前日から起算して１０日前
　（土砂搬入計画の届出）

第１４条　許可事業主は，土砂を当該事業区域内に搬入しようとするときは，当該土砂の搬入を開始する日から起算して１４日前までに，所定の土砂搬入計画の届出書により市長に届け出なければならない。ただし，規則で定める量又は土質の土砂の搬入については，この限りでない。
　（水質検査の実施等）

第１５条　許可事業主は，規則で定めるところにより，事業区域内で発生し，事業区域外へ排出される水の水質検査を定期的に行うとともに，その結果を市長に報告しなければならない。ただし，規則で定める範囲の埋立行為については，この限りでない。
　（土砂管理台帳の作成等）
第１６条　許可事業主は，埋立行為に使用された土砂について，規則で定めるところにより，　　土砂の発生場所ごとに土砂管理台帳を作成しなければならない。

２　許可事業主は，当該許可に係る埋立行為の着手から完了までの期間，３箇月ごとに，当該　　３箇月を経過した日（当該３箇月の期間に事業を完了したときは，当該完了の日）から起算　　して２０日以内に，前項の規定により作成した土砂管理台帳の写し及び規則で定める資料を　　市長に提出しなければならない。

３　市長は，前項の規定により提出された土砂管理台帳の写し及び規則で定める資料を，規則で定める期間，住民の閲覧に供するものとする。

（完了検査）
第１７条　市長は，第１３条第２号の規定による完了の届出があったときは，速やかにこれを検査し，当該届出に係る埋立行為等が当該許可の内容及び技術的基準に適合していると認めるときは，所定の検査済証を当該許可事業主に交付しなければならない。

（承継）
第１８条　許可事業主について，相続，合併又は分割（当該許可に係る埋立行為等の全部を承継させるものに限る。）があった場合においては，相続人，合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人又は分割により当該許可に係る埋立行為等を承継した法人は，許可事業主の地位を承継する。

２　前項の規定により許可事業主の地位を承継した者は，所定の届出書にその事実を証する資料を添えて，その承継の日から３０日以内に市長に届け出なければならない。

（報告の徴収等）
第１９条　市長は，この条例の施行に必要な限度において，事業主等に対し，必要な報告又は資料の提出を求めることができる。

（立入調査等）
第２０条　市長は，この条例の施行に必要な限度において，その職員に事業区域又は事業主等の事務所若しくは事業所に立ち入らせ，埋立行為等の実施状況，帳簿，資料その他の物件を調査させ，関係人に質問させ，又は調査に必要な限度において土砂等を無償で収去させることができる。

２　前項の規定により立入調査をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し，関係人の請求　　があったときは，当該関係人に提示しなければならない。

３　第１項の規定による立入調査の権限は，犯罪捜査のために認められたものと解してはなら　　ない。

（関係機関への協力要請）
第２１条　市長は，この条例の規定に基づく事務に関し，関係機関に対し，照会し，又は協力を求めることができる。

（措置命令）
第２２条　この条例若しくはこの条例に基づく規則の規定又はこれらの規定に基づく処分に反する埋立行為等（以下「不適法埋立行為等」という。）が行われ，又は行われた場合は，市長は，必要な限度において，次に該当する者に対し，当該不適法埋立行為等を停止し，又は相当の期間を定めて必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。

　(１)　第６条第１項又は第９条第１項の許可の内容に反する埋立行為等を行い，又は行った許可事業主（当該許可事業主に対し，埋立行為等に関する工事を請け負った施工者を含む。以下この条において同じ。）
　(２)　第６条第１項又は第９条第１項の許可を受けないで埋立行為等を行い，又は行った者
　(３)　第６条第４項（第９条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基づき許可に付された条件に反し，埋立行為等を行い，又は行った許可事業主
　(４)　第１１条の規定により許可を取り消された者

　(５)　不適法埋立行為等を行うことを要求し，依頼し，若しくは唆し，又は助けた者

第２３条　不適法埋立行為等が行われ，又は行われた場合において，次の各号のいずれにも該当すると認めるときは，市長は，その土地所有者に対し，相当の期間を定めて必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。

　(１)　土地所有者が，第７条第１項の規定に基づく同意をしていること。

　(２)　前条各号に規定する者の資力その他の事情からみて，それらの者のみによっては，必　　　要な措置を講ずることが困難であり，又は講じても十分でないこと。

(３)　土地所有者に必要な措置をとらせることが適当であると認められること。

　（委任）
第２４条　この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。

　（罰則）
第２５条　第２２条の規定による命令に違反した者（同条第２号の規定による命令に違反したものは除く。）は，６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

第２６条　第６条第１項又は第９条第１項の規定に違反して埋立行為等を行った者は，６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。ただし，第２２条の命令に応じた者は，５０万円以下の罰金に処する。
第２７条　次の各号のいずれかに該当する者は，２０万円以下の罰金に処する。
(１)　第１９条の規定に違反して，報告をせず，若しくは資料を提出せず，又は同条の報告若しくは資料の提出について虚偽の報告をし，若しくは虚偽の資料を提出した者
(２)　第２０条第１項の規定による立入りを拒み，妨げ，若しくは忌避し，同項の規定による質問に対して答弁をせず，若しくは虚偽の答弁をし，又は同項の規定による土砂等の収去を拒んだ者
　（両罰規定）
第２８条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，その法人又　　は人の業務に関し，前３条の違反行為をしたときは，行為者を罰するほか，その法人又は人　　に対して各本条の罰金刑を科する。

　（過料）
第２９条　次の各号のいずれかに該当する者は，５万円以下の過料に処する。

(１)　第９条第４項，第１３条，第１４条又は第１８条第２項の規定による届出をせず，又は虚偽の届出をした者

　(２)　第１２条の規定に違反して，事業掲示板又は危険防止表示板を設置しない者

　(３)　第１５条の規定に違反して，水質検査を行わず，又はその結果を報告せず，若しくは　　　虚偽の報告をした者
(４)　第１６条第１項又は第２項の規定に違反して，土砂管理台帳を作成せず，又は虚偽の記載をした者

　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は，平成２１年４月１日から施行する。ただし，附則第３項の規定は，公布の日から施行する。
（経過措置）
２　この条例の施行の際現に改正前の倉敷市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（以下「旧条例」という。）第５条第１項に規定する許可を受けた事業については，旧条例は，この条例施行後も，なおその効力を有する。
３　前項の規定にかかわらず，この条例の公布の日以後，旧条例第５条第１項に規定する許可又は同項後段に規定する変更許可を行う場合における当該許可の期間は，平成２６年３月３１日までとする。
（関係条例の一部改正）
４　倉敷市手数料条例（平成１２年倉敷市条例第９号）の一部を次のように改正する。

　別表第２中１２５の項を１２７の項とし，１２２の項から１２４の項までを２項ずつ繰り下げ，１２１の項の次に次のように加える。

	１２２　倉敷市埋立行為等の規制に関する条例（平成２０年倉敷市条例第　　　号）第６条第１項の規定に基づく埋立行為等の許可の申請に対する審査
	　埋立行為等の許可申請手数料
	　事業区域の面積が
ア　１，０００平方メートル以上３，０００平方メートル未満のとき　１３０，０００円
イ　３，０００平方メートル以上６，０００平方メートル未満のとき　２００，０００円
ウ　６，０００平方メートル以上１万平方メートル未満のとき　　２７０，０００円
エ　１万平方メートル以上３万平方メートル未満のとき　４００，０００円
オ　３万平方メートル以上６万平方メートル未満のとき　５２０，０００円
カ　６万平方メートル以上１０万平方メートル未満のとき　６７０，０００円
	申請時

	１２３　倉敷市埋立行為等の規制に関する条例第９条第１項の規定に基づく埋立行為等の変更許可の申請に対する審査
	　埋立行為等の変更許可申請手数料
	変更許可申請１件につき，次に掲げる額を合算した額
ア　埋立行為等の設計の変更（イのみに該当する場合を除く。）については，事業区域の面積（イに規定する変更を伴う場合にあっては変更前の事業区域の面積，事業区域の減少を伴う場合にあっては変更後の事業区域の面積）に応じ前項に規定する額に１０分の１を乗じて得た額
	申請時

	
	
	イ　新たな土地の事業区域への編入に係る変更については，新たに編入される事業区域の面積に応じ前項に規定する額
ウ　その他の変更については，１０，０００円
	



